
（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑧その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

興部町国民健康保険病院 病院事業 ― ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

〇

地域包括ケアマネジメントシステムの一翼として地域の中核的な役割を担い、介護福祉関係との相互連携を密にすることで、入所施設の利用者や在宅の患者などを広範囲でカバーし利用患者数
の増加につなげ、経営改善を図りたいと考えている。

・ ⑦その他 当院は町内で唯一の医療機関であり、指定管理者制
度や包括的民営委託など民間的手法の導入を図る
ための医療法人も近隣に存在しないことから、こうし
た人口減少の続く過疎地医療を担う医療機関として
は公立病院以外に存続は困難であると考えるため。

・

・

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

興部町 簡易水道事業 ― ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

・一般会計の繰入金に頼っている状況で、経費削減に努めていく。

○

・ ⑦その他

・民間で事業を行える会社がなく、このまま直営を維
持するのが望ましいと考える。また、広域化も町村間
の距離が遠く、面積も広く取り組めない。

・

・

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

興部町 下水道事業 公共下水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

・一般会計の繰入金に頼っている状況で、経費削減に努めていく。

○

・ ⑦その他

・民間で事業を行える会社がなく、このまま直営を維
持するのが望ましいと考える。また、広域化も町村間
の距離が遠く、面積も広く取り組めない。

・

・

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

興部町 下水道事業 特定環境下水 ―

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

・一般会計の繰入金に頼っている状況で、経費削減に努めていく。

○

・ ⑦その他

・民間で事業を行える会社がなく、このまま直営を維
持するのが望ましいと考える。また、広域化も町村間
の距離が遠く、面積も広く取り組めない。

・

・

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（現行の経営体制・手法を継続する理由） （左記で「⑦その他」となっている場合の詳細）

（今後の経営改革の方向性等）

団体名 業種名 事業名 施設名

興部町 介護サービス事業 ― 老人デイサービスセンター

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

26.4.1より老人ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ事業は町の社会福祉協議会に指定管理している。現行の体制で健全な運営を出来ている。

○

・ ①現行の経営体制・手法で、健全な事業運営が実施できているため

・

・

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（平成30年3月31日時点）


